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インターネットと民主主義の実質化
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１形骸化する民主主義

日本の全国紙と呼ばれるものと，欧米の高級紙と言われているものを比較す

ると，日本の新聞の特徴を見ることができる。記事が短く，内容も断片的で，

背景やこれまでの経緯といったものも少なく，さまざまな見解も，狭い紙面に

押し込むために，記者の推量や価値といったモダリテイの多様も避けようがな

く，記者の意見なのか，誰の判断なのかわからず，,情報源も明示されない。ア

メリカのテレビや新聞に触発されたのか，それを参考にしたのか，黙って借用

したのか，現地で本当に取材したのか，それとも特派員の主観を織りまぜた見

解なのかよくわからない記事が横行する。国内報道も同じである。日本語とし

ては意味のわからない文章が多用される。「ようである」といったような，主

観とも客観とも名状しがたい日本の新聞独特の言い回しで記事が構成される。

さまざまな意見を載せる代わりに，さまざまな見方は記者によって咀囑され，

牙も抜かれ，誰もが受け入れられるような，丸みの帯びた，その典型的な言い

回しが「注目しなければならない」なのであるが，注目してもなにか世の中が
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変わるとも思えない。どのような見解を持つべきなのかよく分からない。お行

儀の良い評論的な記事が，日本の新聞の特徴である。報道が断片的なぶん，そ

れを補う形で商業主義，タブロイド化が進む。バランス感覚のとれた報道を読

まされる読者は，与党と野党を批判する新聞を読むことで，政治に不信感を持

ち，投票行動を祷踏することとなる。政治は変わらず，有権者の間に政治不信

が鯵積し，シニシズムが蔓延する。その結果、政党政治は破綻し，日本は棄権

率がきわめて高い国になっている。センセーショナルな政治報道とシニシズム

が共存する。最大政党は無党派となるのも自然の流れである。

消費者がそれを望むからという逆立ちした論理から，社会面の犯罪報道は，

微に入り細に入る。それほどの詳しい情報は政治にこそ必要とするのだが。マ

ス・メディアは，読者を引きつけるためにセンセーショナリズムに寄りかか

る。政治家がスキャンダルを引き起こして「時の人」となれば，マス・メディ

アは容赦なく政治家を追いかける。逸脱した官僚，企業家に対しても同じであ

る。「国民は黙っていない」とか，最近の大分県の教員不正採用でも，「正義を

教える教職現場の不正は子供に申しわけない」と，無謬の国民や子供に葱依す

る形で，国民を味方につけて，正義を振り回す。必要なのは政策論争ではない

かと思うのであるが，マス・メディアは，政治家や役人や教員を椰楡し，市民

は政治家や官僚や教育者を軽んじる。

市民の積極的な政治参加や，自分とは異なる見解への接触と議論が民主主義

のためには必要だ'とすると，このような新聞の特徴は，政治に良い環境を提

供しない。政治不信の反動として現われるシニシズムやポピリズム，先進国の

中でも目を覆いたくなるほどの投票棄権率の高さなど，日本では政治がまとも

に機能していない兆候がある。昨今の選挙を見るにつけても，小泉現象，郵政

民営化，刺客作戦，姫の虎退治から，最近の大阪府の知事選挙にいたるまで，

政治はまさに劇場化しており，マス・メディアは政治をセンセーショナルに報

道する。センセーショナルな政治報道により，)有権者はその時々のムードに流

１サステーンｐ､２９
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インターネットと民主主義の実質化

されて，右から左，左から右と選挙結果は大きく揺れ動く。集票力があるとい

う理由で，タレントや有名人が立候補する。「人生いろいろ」とある総理が言

い，「公約を破ってもたいしたことない」と別の総理が言っても，別に驚かな

いほど政治家の発言は軽い。有権者の短期記憶をいいことに，その時その時の

選挙目当ての場当たり的な公約を発表し，当選すれば公約を守らなくても，た

いしたことがないらしい。

公約を守らないことは言語道断だが，代議制民主主義では，市民は数年に一

度の選挙時に投票したら，また次の選挙が始まるまで，政治を政治家に託して

いる。選挙後に生じたこと，あるいは争点になっていないことなどが起こって

も，もはや政治に影響を与える手段は限られている｡国民投票という手もある

が,敷居が高く，結局は過半数を取った政治家に白紙委任状を渡すことになる。

Ｂデモクラシーの時代では，政治家や行政が望めば，このあたりの問題も是

正できるのであるが，三重県（知事が替わったとたんかつての勢いが感じられ

ないが）など，いくつかの例外を除いて政治家は市民を政治に参加させること

に積極的ではない。

有権者は投票に先立って，各政党，立候補者の選挙政策やマニフェストにつ

いて比較し，それらの政策の実現可能性と費用についての情報をマス・メディ

アから得ているのだろうか。有権者は確信を持って投票行動を起こせるほど，

政党や議員が提出した過去のマニフェストの実現度，過去のそれと現在のマニ

フェストとの違い，それぞれの立候補者のこれまでの国会やマス・メディアで

の発言，それらの発言の矛盾，地元での活動と発言，政治手腕，政治資金のス

ポンサーは誰か，選挙直前の美辞麗句ではなく，過去の実績に基づいた情報な

どを入手しているわけではない。マス・メディアが与える選挙情報は地に足が

着いたものではない。立候補者の人気投票，誰が勝つか，関心を呼ぶ選挙区な

ど，センセーショナルなエンターテェインメントとして選挙情報は提供され，

特定の候補者に関心が集中する。

このように考えると民主主義の実質化のためには，乗り越えなければならな
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い課題がまだ多く残されていることがわかる。日本において，民主主義は制度

としては存在しても，まだ十分に機能しているとは言えない。有権者は選挙に

関して，判断するに十分な情報を得ていない。マス・メディア（私企業である

マス・メディアがそのような機能を十全に果たすべきだと要求できるとも思え

ないが）や選挙管理委員会などが提供する情報は不十分である。各政党や立候

補者は一方的に自分たちに都合の良い情報を流し，街宣車から名前を連呼する

ばかりでは（このような前近代的な選挙戦を先進国がよくも許しているものだ

と思う)，有権者は途方に暮れるだけである。そのために結局は，政権党にし

か政治は任せられないとか，今度は，野党に入れなければというようなバラン

ス感覚などから投票したり，あるいは棄権に走ったりする人も多いと推定され

る。

インターネットは双方向性，市民性，ネットワーキング，情報量などの点で

これまでにない素晴らしいツールである。情報通信技術（ICTs）を選挙に使え

ば，上に述べた民主主義の問題のいくつかを解決できる。もし本当に民主主義

を実質化しようと政党や，有権者や，マス・メディアが考えれば，インターネ

ットによって，さまざまな可能性が切り開かれる。

そこで現在日本では，インターネットを使って，政党や市民団体，あるいは

公共政策研究集団などが，これまでどのような選挙情報を提供しているか，外

国ではインターネットはどのように使われているかを比較したいと思ったので

ある。現在，ドイツも比較対象に入れて研究中であるが，さしあたって日米の

選挙サイトを調べて，民主主義の実質化にインターネットがどのように使われ

ており，どのような可能性があるかを示したい。結論を少し先取りすると，日

米のホーム・ページを調べた結果，日本の選挙情報はまだまだと言わざるを得

ない。

政治を報道するマス・メディアの視線だけが，政治不信や，棄権率を高めた

というわけではない。娯楽と非政治的な情報を欲する読者も罪がないとは言え

ない。若者は新聞離れを起こしている。学生に新聞をなぜ購読しないのかと聞
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インターネットと民主主義の実質化

〈と，インターネットで新聞を読んでいるからだという答えが返ってくる。イ

ンターネット上のニュースではヤフーやグーグルといったポータル・サイトが

一番使われている。日本では圧倒的なシェアーを持つのはその中でもヤフーと

いわれている2゜それらのホーム・ページでトピックスとして提供されている

ニュースはエンターテイメントが主流である。ポータル・サイトにとってニ

ュースの選択は商業上重要である。どのようなニュースを読者が読みたがって

おり，どのようなニュースを彼らがクリックしているかというデータは蓄積さ

れ，このデータに基づいてニュースが選択され提供される。ヤフーにすればそ

もそも自らのホーム・ページのニュース・サイトを，ホーム・ページの中でク

リックきせて，ページ・ビューを増大させることで，広告収入を上げたいわけ

で，別に国民に，世界についての情報を提供したいわけではなかろう。ヤフー

が私企業であるから，企業の観点からすれば，それも許されるだろう。その結

果，いわゆる軽いニュースが主流となる。

そもそも普通の新聞が250程度のニュースを掲載していること，そして購読

すれば少なくとも，見出しには目を通すという読書パターンと，インターネッ

トでの情報の収集パターンとは基本的に異なり，最初のページに掲載されてい

る，いわゆる人目を惹きつけるニュース，すなわちエンタメや犯罪などが中心

なので，読者は非政治的な人間になる危険'性がある。無料でニュースを読める

と喜んでいる学生は，その危険｣性を知ってほしいものである。インターネット

の情報はエンタメ化しタブロイド化している。民主主義の道具としてのイン

ターネットに寄せられた期待は裏切られる結果になる。自分の関心のあるテー

マのみをクリックする現象はデイリー・ミーと呼ばれている。自分独自の新聞

だというわけである。このような読書態度は，社会にいびつな関心をもち，社

会への関心につながらない3．蛇足ながら授業でアメリカのヤフーのサイトの

２インターネット・ニュースサイトのジャーナリスト機能に関する日韓比較研究（２）

Ｐｐｌ－ｌ７

３サステーンｐｐ､２３－４１
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ニュースと日本のヤフーのサイトのトピックスのニュースを比較したのである

が，日本は圧倒的に社会面とエンターテエイメントが多いという結果が出た。

２共同体への意志の希薄化

社会を作り上げよう，社会のためにある程度の時間をかけよう，社会をより

よいものにしなければならないという市民の意識がだんだんと希薄になってき

ているという指摘をハーバード大学の政治学者パットナム（RobertPutnum）

は「ボーリング・アローン』で述べている。共同体への無関心という現象をパ

ットナムはボーリングを一人で行うという形で表した。社会の絆をパットナム

は「社会資本」（SocialCapital）と名付けている。「社会資本」という言葉で彼

が具体的に浮かべているものとして「相互支援」「協力」「信頼」「制度上の有

効性」などを列挙している4。彼は社会のデータと資料を使って，アメリカの

コミュニティの崩壊，共同体への意志の希薄化を指摘している。

共同体への意志の希薄化は政治の無関心を引き起こしている。政治に対して

無関心になれば，民主主義は形骸化する。選挙離れは，日米の共通した現象で

ある。政治に関心を持たせ，政治のプロセスに市民を参加させることは，どの

国にとっても大きな課題である。ＢデモクラシーやＥガバナンスが話題にな

るのもそのためであるが，それらはこの論文の主眼とは逸れるので，ここでは

措くとして，有権者が投票行動を，それも十分な情報を受領して，熟慮した上

で，投票行動を行うことが民主主義の実質化には重要な鍵となる。

政治離れという観点で先進国ではどのような現状になっているのであろう

か。将来的には多くの国のデータを分析したいのであるが，さしあたり日本と

アメリカを比較してみる。さまざまなデータを見ても，日本とアメリカでは長

期的には投票率は低下し続けていることがわかる。特に若い世代の政治離れは

日米両国のの顕著な現象である。

４Putnum,ｐ､２２
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インターネットと民主主義の実質化

以下に述べる日本の図はいずれも明るい選挙推進協会のホーム・ページから

である。

衆電院議風総選挙投票率の推移（中選挙区・小選挙区）

ロ.BOQJ了侭且」

ＩＤ。

８m

9．６５５９８６

(出典http:〃www､akaruisenkyo・orjp/070various/s9.html）
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年齢別の統計では以下に見るように20代，３０代の棄権率が目立つ。

０

衆議院議風週挙年齢別投票率の推移

出典http:〃wwwakaruisenkyo,orjp/O70various/sg-nenleihtml

次ページの図に見るようにアメリカでは投票率が低下しており，なかでも１８

歳から24歳の低下が最大であることがわかる。上の数字は2000年まで等で最新

のデータを付け加えると，2004年のアメリカの下院投票率は全体で58.3と若干

回復しているが，下降の傾向は変わらない。

タレントを起用したり，罰則規定を設けたりして，単に投票率だけを上げた

からといって，民主主義の危機を解決できるわけではない。熟慮型（討議型）

民主主義を主張するフーシキン（JamesSFishkin）やハーバマス（JijrgenHaber-

mas）が言うように，有権者に熟慮するに十分な知識を与え，自分の利害だけ

に囚われるのではなくて，公共性と公平さに立ち，ロールズ（JohnRawls）の

6４



インターネットと民主主義の実質化

言うような社会正義をも考慮して，公共空間で討議する必要がある。そのよう

な十分な情報は，先に述べたようにマス・メディアに期待できないとすると，

情報量を容易に拡大できるインターネットに期待せざるを得ない。ただしこの

可能性を本当に使いこなし，有権者がそれにアクセスするためには，有権者の

意識変革が鍵となる。

アメリカの例
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言論ＮＰＯが現職の中央省庁官僚，新聞記者などを含め260人に対して行った

アンケート調査によると，「｢あなたは日本の政党に期待していますか」との設

問には，「期待していない」が45.4％と，「期待している」の33.8％を１０ポイン

ト以上上回り，既存政党への不信が高まっていることが明らかになりました』

と書かれている5．政治にあまり期待が持てなければ，棄権する選挙民が増大
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する。マス・メディアに民主主義の実質化の使命を要求できないとすれば，選

挙のための公正でかつ選挙行動で判断するに十分な情報を提供する主体は，政

府，研究機関，ＮＧＯ，NPO，さまざまな市民団体となろう。

市民が十分な情報を得ることなく投票し民主主義が形式的に行われていると

いう状況を打開する手段として，近年インターネットが持つ可能性に注意が払

われてきた。情報の発信と受領という双方向性のコミュニケーションが容易

に,かつ廉価に可能となってきた｡インターネットと民主主義というテーマで，

世界の動きを調べてみると，Ｅ‐デモクラシー，熟慮型民主主義（討議型民主

主義)，ブログや選挙ポータル・サイト，シンクタンクやＮＰＯなど，民主主義

の実質化のためにざまざまな取り組みが存在していることを見て取ることがで

きる。インターネット技術が途方もないスピードで進んでいるのに比例するよ

うに，インターネットを使った民主主義実質化の取り組みも進んでいる。今後

も速いスピードで進化していくと考えられる。YOuTilbeなどではテレビの政治

家の発言を動画で見ることができる。これなどはつい最近までは考えられな

かったような技術である。i-Podではやはり世界のニュースやテレビなどの音

声や動画を取り込んでチェックすることも可能となっている。テクノクラテイ

などはブログをトラック・バックすることで現在何が争点になっており，どの

ように議論されているのかを知ることができる。多くの既存のマス・メディア

もインターネットによって，選挙情報を提供している。

インターネットが選挙に本格的に使われるためには，市民の多数がインター

ネットに接続している必要がある。インターネットは政治を変える道具とし

て,市民が本格的に参加し始めたのは1999年ぐらいと想定できる。PewResearch

Centerによれば2000年の12月にアメリカの56パーセントがインターネットにつ

ながっているのだという６．そして2000年の大統領選挙に関して，2000年の５

月半ばまでに3200のホーム・ページがこの選挙に何らかの形で関与していたと

している7.2000年以降，現在に至るまで，アメリカのPewResearchCenterの

６Davisetallp､２６

７Davisetallp､２６
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インターネットと民主主義の実質化

調査によると（アメリカの大統領選挙に関しての話であるが)，インターネッ

トによる選挙情報が確実に増大し，従来のマス・メディアによる情報の割合が

停滞ないし，減少していることが次の左下の図表から読み取れる。
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政党も積極的にインターネットを使って
いることがわかる。

特に若い人にはテレビから得る情
報が低下しいていることが見て取
れる。 以上のデータの出典は
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これらを見て，傾向としてインターネットの重要`性は増し続けると想定され

る。デイヴィス（SteveDavis）等によると立候補者の選挙サイトの目的は三通

りあると言う８．－つは情報発信，自己の立場，対立候補者への反論である。

もう一つはサポーターとの親密な関係を維持である。最後は政治記者へのメー

ルの発信などである。これらはインターネットが持つ双方向`性，そして紙面の

ような量的制約を持たないインターネットの特性から当然出てくる戦略であろ

うｏ

日本でもインターネットの重要`|生を示す事件が起きている。2005年８月には

市民ブロガーを自民党が招いている。もはや政治家はインターネットを無視で

きないことを示している。政治に関心を持って，インターネット上にさまざま

なコミュニティが誕生している。インターネットがなければ出会うことが決し

てなかった人たちが，ネットでつながり，意見を発信したり受領したりしてい

る。もちろんそのようなバーチャルなコミュニティが持つ脆弱性危険性もあ

るが，それに大きな期待を寄せてみたい。

４日本の選挙サイト

日本のインターネットを使った選挙サイトとして，最初に取り上げたいのは

構想日本（http:〃dbkosonipponorg/index・php）である。構想日本は政策提言を

行うことを目的としており，政策を立案し政治家や行政に働きかけている。構

想日本のホーム・ページによると，会員の会費で運営費用はまかなわれてお

り，「政党などからの受託ビジネスはしません」ということである。この独立

した団体は選挙データ・ベースを立ち上げているが，国会議員のホーム・ペー

ジとリンクを張っており，そこに行けば日本のほとんどの国会議員のホーム・

ページに飛べるようになっている｡国会議員のホーム・ページは全体で616名，

メルマガは95名である(2008年５月１日現在)。ただ，各候補者のホーム・ペー

ジを眺めているだけでは，一方的な宣言を読まされるだけで，それらの代議士

８Ｄａｖｉｓｅｔａｌｌｐ３１
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インターネットと民主主義の実質化

のこれまでの実績，発言，さまざまなイッシューについての見解，資金の流れ

などについて，中立的かつ客観的な情報を受け取ることができない。構想日本

は選挙運動のあり方についてのアンケートを議員に送っているが，国会議員

中，137名が答えたに過ぎず，回答率は良くない。国会議員の怠慢なのか，そ

れとも彼らが構想日本をまともに相手にしていないかのどちらかであろう。そ

れでも，これ以外にも多くのアンケートがあり，一読に値すると言える。有権

者はそれぞれの政治家の考え方を一覧表として知ることができる9．

政治家ブログele-log（エレログ）（http:〃wwwelectionnejp/）は政治家のブ

ログを集めて，政治家を身近に感じてもらうために作ったとある。2008年４月

22日から29日の－週間でブログを書いた議員でエレログに投稿しているのは自

民党が合計４回，民主党が45回である。このページへの参加者は「現職国会議

員，元職前職国会議員，国政選挙立候補者，国政選挙立候補予定者」に限ると

ある。その政治家が書くブログに市民がコメントをつけることになっている

が，炎上しているケースもある。政治家への個人攻撃も見受けられる。自民党

と民主党の議員の投稿に大きな差があることも気になるところである。投稿の

少なさから，政治家はまともに相手にしていないと推測できる。

選挙情報サイトElection（wwwelectioncojp）の説明として「このサイトは

「選挙」という－大イベントに特化したサイトです。政治的な主義や主張を広

報する場ではありません。当サイトで配信される情報は，一部のサービスを除

き，基本的に無料で提供されます。将来実施されるであろう，インターネット

選挙に向けての推進活動,バックアップ体制の確立を目指しております｡また，

当サイトのサービスが投票率アップに少しでも貢献できる事を願っておりま

す」と書いている１０．株式会社イーハイブという福岡にあるインターネット企

画制作会社が運営会社となり，同じく福岡にある「ブログ・ホームページ制作

やｗｅｂシステムの構築，ＩＴコンサルティングなど，福岡市のインターネット

９以上出典は（http:〃db・kosonipponolg/question/quetionsmanphp?id＝30）－

１０http:〃www､electioncojp/about・html
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企画制作総合グループ」のトライシップグループなどが協力してできたもので

ある。2000年６月に選挙情報専門サイト，Electionを立ち上げている。そして

さまざまなインターネットによる世論調査を行い，それについて議論ができる

ようになっている。道路特定財源，いわゆるガソリン税について，道路特定財

源の一般財源化が圧倒的に支持されているとわかる'１．－部の地方議員，一部

の国会議員のブログを集めている。幾人かの政治家が投稿しているが，その数

は非常にわずかである。選挙のラジオ番組も運用していたがこれは閉鎖された

模様である。各政党へもリンクしているが，選挙サイトとしての機能はまだ低

いと言わざるを得ない。インターネットによる世論調査の信頼'性確保という点

では問題であろう。ネット・カフェなどを通じて特定の人が何度もクリックし

てこないという保証はない。また資金面で運営が困難であるという典型的な問

題も露呈している。

構想日本やElectionは選挙サイトとしては，その内容がまだ十分ではない。

選挙民に投票するのに十分な情報を与えているとはとても思えない。日本の選

挙サイトで最良のものは，JANJANの選挙サイト，『ザ・選挙』と断定できる。

「｢JANJANjは報道機関として，できる限りの選挙情報を社会に提供する仕

事に挑戦しよう，それが『ザ・選挙』を企画した動機です。全国５万人の政治

家を対象にしたデータベースですので，システムの制作と基礎データ集めにか

なりの準備期間を要しました。しかも，まだデータは極めて不十分です」'2と

書いているように，形式は整っているが，中身がまだ充実していないように思

える。ホーム・ページに飛び込んでも，各議員のホーム・ページに行くような

ものが大半である。素晴らしいと思ったのは，JANJANの方で国会答弁を国会

会議録検索システム（http://kokkaindLgojp）を使って載せているところであ

る。これなどは相当時間がかかったものと思われる。これ以上望むのは無理か

もしれないが，ただ，国会の議事録をそのまま載せているので，必要な情報に

112008年４月15日に発表されている。

１２http:〃www・senkyojanjanjp/outline/outlineLhtml
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インターネットと民主主義の実質化

たどり着くのに時間がかかり，煩雑であるのは欠陥である。武蔵大学で2007年

３月10日に開催された「インターネット新聞が目指すもの」と題するシンポジ

ウムの席で，JANJANの竹内譲が予告した「政治資金データベース」はすでに

できているが，閲覧するためには年会費3000円払わなければならないことに

なっている。JANJANに何らかの形で資金手当をすることで，有権者が無料で

アクセスできるようにするのが理想的である。

このサイトの企画には世論社の高橋茂も加わっている。彼はかつて，長野県

の田中康夫知事を支援し，インターネット戦略を打ち立てる形で，市民運度に

加わり，犬塚直史と共に株式会社アイランドボイスを設立して選挙サイトを運

営していたが，犬塚直史が参議院議員に当選したので，2004年３月に独立し，

「ネット参謀』というホーム・ページの支援システムを立ち上げ，世論社を創

設した。選挙用ホーム・ページの宣伝として，『｢お金をかけてホーム・ページ

を作ったけど，更新がままならない」「ボランティアで作ってもらったけど，

その人が忙しくて」などなど，せっかくホーム・ページを立ち上げても，本人

の声や状況がリアルに伝わってこなければ，有権者にとって魅力的には映りま

せん。本人，もしくはスタッフが「自分の意見を」伝えていくには，特別なソ

フトを用いるのではなく，インターネットの掲示板に書き込む気軽さで更新で

きる必要があります。また，見やすくわかりやすいホーム・ページであること

が重要です』と書く'3．政治家の選挙サイト支援システムの使用料は「初期設

定10,500円，月額4,620円（市区町村会議員）～9,240円（国会議員・知事・政

令指定都市長)」となっている（2005年時点)。高橋茂が筆者に語ったところに

よると，民主党の議員のホーム・ページを手がけているということである。ち

なみに高橋茂はJANJANの「ザ・選挙』という選挙サイトの立ち上げにも関
与している。

選挙`情報には，ざまざまな政策についてのシンクタンクの調査や，マニフェ

ストに対する評価などについて分析するような情報も欠かせない。このような

１３出典http:〃www・voicCjapanjp/net-sanbou/summaryhtm
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観点からいくつかを紹介する。早稲田大学マニフェスト研究所所長の北川正恭

が実行委員会委員長である，マニフェストに特化したサイトが，マニフェスト

を読んで選挙に行こう（http:〃wwwmanifesto-senkyojp/）である。このホー

ム・ページから議員や政党のマニフェストを読もうとすると，JANJANの『ザ・

選挙｣のﾏﾆﾌｪｽﾄに移動することになる｡｢ｻﾞ･選挙Ｌの｢ﾏﾆ研｣Mにお

いて，北川はマニフェスト教室のコラムを担当している。また同ホーム・ペー

ジの「マニフェストマップ」’5をクリックすると，国政レベルから首長レベル

まで，さまざまなマニフェストを読むことができる。

マニフェスト評価機構（http:〃manifestoorjp/)。

この評価機構の代表である理事長は松原聡東洋大学教授で，東洋大学の先生

が中心に運営委員となっている。評価委員や顧問には有名人が多く入ってい

る。顧問に前出の北川正恭の名前もある。このサイトは日本の政策形成力を高

めるために作られているという。マニフェストに対する評価と，持続的な監視

を行っている｡サイトは評価の結果については,無料で公開する期間もあるが，

筆者が検索したときは見ることができなかった。年会費を払って会員になる必

要がある。現在は選挙が行われていないために，活発なホーム・ページの更新

は行われていない。

ＮＰＯ法人サイエンス・コミュニケーション（http:〃scicomjp/）は科学技術

に関して，各政党のマニフェストを比較して，それに対して評価している'6．

科学技術だけならあまり使い道がないようにも思える。

言論ＮＰＯ（http:〃www・genron-nponet/fOrum-policyhtml）では各政党のマニ

フェストのさまざまな項目についてコメントをつけ，さらに点数を付けてわか

りやすい。このＮＰＯ法人のホーム・ページには『日本のメディアや言論のあ

り方に疑問を感じた多くの有識者が，日本の主要課題に対して建設的な議論や

http:〃www・senkyojanjanjp/special/manifestohtml

http:〃www・senkyojanjanjp/bin/manifest/mani-maphtml

http:〃scicomjp/document/manifesto2005・html

1４
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インターネットと民主主義の実質化

対案を提案できる新しい非営利のメディア，言論の舞台をつくろうと活動を始

めた認定ＮＰＯ法人です。私たちはこの国でしっかりとした議論，そしてその

ための舞台を作ろうと思っています。しっかりとした議論がしっかりとした民

主主義を作り出すからです。有権者を私たちの活動のユーザー(顧客)と捉え，

質の高い建設的な議論を提供・促進していきます。代表は「論争東洋経済」

の元編集長の工藤泰志で，佐々木毅，北川正恭，小林陽太郎，宮内義彦氏らが

アドバイザーとなり，そのほか各界で活躍する一線の論者,約500人がメンバー

などとして活動に参加しています』とある。

ＰＨＰ総合研究所は「マニフェスト白書」を立ち上げ，７９ページという膨大

なマニフェスト白書'7を読めるようにしている｡その中のマニフェスト白書2007

版'8では，政権党の自民党と公明党のマニフェストとその進捗度が年次別にど

のように進んでいったかについて記載されている。優れた記述である。

政策系のシンクタンクとしては,２１世紀政策研究所(http:〃www､21ppLorg/）

が興味深い。このホーム・ページによると，「1997年に経団連が設立した公共

政策のシンクタンクです。2007年４月の創立１０周年を機に，経団連の御手洗会

長が会長に，私が理事長に就任致しました。日本を希望溢れる国とするために

は，さまざまな改革を成し遂げる必要があります。経済社会の枠組みを刷新す

る取組みと申し上げても過言ではないでしょう。このような改革は，公共政策

論議を活性化きせ改革のエネルギーを高めることによってこそ実現するもので

あり，これこそがシンクタンクの役割であると考えております」とある。この

ホーム・ページの中ではいろいろな論文や，選挙の分析がなされている。

選挙サイトは，選挙の公正さを確保するために，選挙が始まると活動が公職

選挙法の文書図画の頒布を規制する，第百四十二条や第百四十三条，政見放送

を規定する第百五十一条などに抵触する恐れがある。上の規定を厳密に適用す

ると，動画なども選挙中はホーム・ページに掲載できないし，ホーム・ページ

l7http:〃research・phpcojp/manifesto／
O

l8http:〃1℃search､phpcoJp/manifesto/manifest2007､pdf
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の更新もできないことになる。この問題を巡って実際に争いになったケースが

ある。「2007年東京都知事選挙の政見放送で，外山恒一の政見放送がネット上

で話題となりYOuTnbcに多数公開され，中には改変されて公開されているも

のもあった。選挙期間中に幾度も特定の候補者のみの政見放送が大多数の有権

者に見られてしまうのは問題だとして，東京都選挙管理委員会がYOuTilbeに

対し，政見放送の動画削除を要請することとなった」’9という事件がそれであ

る。

選挙中，立候補者はインターネットの更新ができないというのは時代遅れで

はないかと思われる。なぜならインターネットという手段は安価であり，弱小

政党と巨大政党の資金差20などが反映しにくい分野なので，民主主義の実質化

のためには不可欠だと思われるからである。選挙中のインターネット利用を認

める公職選挙法等の一部を改正する法律案を早く国会で承認してほしいもので

ある。2008年１月にインターネットを解禁する公職選挙法の見直し案が自民党

から出され，また８月にも新聞で，そのような情報が流れたが，本当にやる気

があるのか歯がゆいのである。白井京によれば，韓国では2004年にＰＣ通信に

関する規定（第82条の３）を「情報通信網を利用した選挙運動（第82条の４)」

に改正し，インターネットを利用して選挙ができるようになった21・日本の民

主化度はかくも低いのか。

５アメリカの選挙サイト

最初に取り上げたいのはVOteSmart（http:〃www・votesmarLorg/）というサイ

トである。多くのボランティアに支えられて，各地の選挙情報を集めている団

体で，一切のお金を，企業や圧力団体などから受け取らない。一般市民の寄付

金でまかなわれ，多くの活動家は無償ないし最低限の賃金で支えており，この

http:/(ja・wikipediaorg/wiki/%E6％94％BF％E8％Ａ6％8B％E6％94％BE兜E9％80％８１

IntemetandDemocracy

http:〃www・ndLgojpOp/data/publication/legis/227/022706.pdf
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インターネットと民主主義の実質化

団体には共和党支持者も，民主党支持者もいる。政治家に対する正確な情報提

供をモットーにしている｡5000人以上の人がこの仕事に携わっている｡メンバー

には元大統領や現職の上院議員もいる。このホーム・ページのBiographicalln‐

fOrmation22をクリックすると各州の名前がでてくる。例えばここでフロリダ州麹

に入るとPresident,Congress,Governor,StateOffices,CurrentCandidatesなどが並

んでいる。この中で例えばCongressをクリックすると議員の一覧表２４が出てく

る。－番上にあるJeffMiller議員を見てみると，この議員の経歴がわかる。教

育や，これまでの議員活動歴，どのような団体に所属しているかなど。またVbt-

ingRecord25をクリックするとこれまでのさまざまな法案に対してこの議員はど

のような態度を取り，またそのような法案は否決されたのか，可決きれたのか

も見ることができる。IssuePositions（PohticalCouragcTbst）２６をクリックする

と，以下のAbortion,AffinnativeAction,Crime,EconomyandEmployment,Educa-

tion，Environment＆Enelgy,GovernmentRefOnn，Gunlssues，Healthlssues，Social

lssues,StateBudget,StateTnxes5Welfare,LegislativePrioritiesという14項目にた

いして多くの質問が議員になされ，それに対する回答が列挙される。Interest

GroupRatingsではざまざまな利益団体との親密度が表される。この親密度は

VbteSmartsの独自の査定ではなくて，各利益団体からの評価を載せたものだと

いう27゜この情報量は膨大で,議員の考え方が明らかにされる｡SpeechesandPub-

licStatementsでは日本の『ザ・選挙』と同じように議員の国会や公の場での発

言記録28を読むことができる。ただしこちらは無料である。その中で，Campa1gn

２
３
４
５
６
７
８

２
２
２
２
２
２
２

http：〃ｗｗｗ・votesmart､olg/official-five-Categories､php?dist=bio､php＆src=cb

http：〃ｗｗｗ・votesmart､olg/offYcial-five-categoriesphp?stateid=FL＆go2.ｘ＝１２＆go2.ｙ＝lO

http：〃ｗｗｗ､votesmart・org/official-congress-statephp?stateid=ＦＬ

ｈｔｔｐ：〃wwwvotesmart,org/voting-category,php?can-id＝17276

http：〃www・votesmartpIg/npatPhp?can-id＝17276

http：〃ｗｗｗ,votesmart､019/issue-rating-categoryphp?can-id＝l7276

http：〃wwwvotesmart・org/speech・php?can-id＝17276
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Financesをクリックすると，議員のホーム・ページに行くように言われ，それ

をクリックすると，議員の献金団体の一覧表を載せたサイト29にたどり着くこ

とができる。これを見ればどのような企業から献金を受けているか，一目瞭然

に知ることができる。アメリカの寄付文化の一端を政治にも垣間見ることがで

きる。

VbteSmartと似たサイトに，SmartvorteⅢorg（www・smartvortemIg）というも

のがある。このサイトは1996年11月に作られ，選挙民に自分の必要に応じた，

選挙に関する中立的な情報を与えるアメリカ最初のホーム．ページということ

である。自分が住んでいる所の郵便番号を入れれば，その地区の選挙情報を手

に入れることができる。また選挙に関する細かい情報を獲得するために，カル

フォルニア（７チーム)，オハイオ，ニューヨーク，マサーセッチュ，ミズリ，

ペンシルバニア州にそれぞれこのサイトを支えるチームが存在する。似た名前

のサイトであるが，SmartVOter（http:〃www・smartvotcmorg）はカルフォルニ

ア教育基金による女性有権者連盟（LeagueofWOmenVbtersofCalifOmiaEduca‐

tionFund）３０によって運営されている。そのホーム．ページによると，この団

体は「非利益団体」で，「有権者に使い易い形で，投票に際しての争点をわか

りやすく，かつ非党派的情報を提供する」とある。この団体はTbchMuseum

Awards賞を受けている3'・選挙に関して十分な情報を持った上で，投票行動し

なければならないことを掲げている。

vote・coln（www､votecom)。このページはさまざまな論争点に関して，市民

が仮想投票できる。クリントン元大統領のアドバイザーであったディック．モ

リス（DickMorris）と彼の妻のエイリーン・マクガン（EileenMcGann）がホー

ム・ページを運営している。現在登録者数は170万人。有権者に発言の機会を

与えるのが目的だという。政治的には中立である。クリントン上院議員は大統

http：〃ｗｗｗ・opensecretscrg/politicians/summary,php?cid=NOOO13846

http：〃calwv・org/lwvc/aboutlwvc/Iwvcefhtml

http：〃ｗｗｗ､smartvoter・olg/voter/aboutｈｔｍｌ
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インターネットと民主主義の実質化

領選挙を降りるべきか，続行すべきかについて投票できる。その結果を調べて

みると，2008年５月17日現在で，かなり多くの人が続行を望んでいることがわ

かる32゜このホーム．ページの結果によると，それは次のようになる。

Day１７，０６：ｌ７ＰＭＥＴ（ResultsaIedelayedl5minutes）

TbtalVbtes：６，５５０

percentvotes

YESW,７５０１ノ

ＮＯ１ａ,刀CU

佃勿

趨廼Ｃ７”

PolicaUyblackcom（www・politicallyblackcom)。かつては人気のあったマイノ

リテイである黒人の政治ホーム・ページが，今では単なる求人や金融といった

商業的なホーム・ページに変化して，しかも，日本語のホーム．ページになっ

ているのには驚きである。無料で読める選挙サイトの維持が難しいことを物

語っている。

Webwhiteandblue,com（www・webwiteandbluecom)。これもかつては一世風

廃したサイトであるが,このホーム・ページは長期間にわたって,更新がとまっ

ている。サイトに連絡しても何らレスポンスが返ってこなかった。

TheCenterfbrResponsivePolitics（wwwopemsecrets・oIg)。このサイトはア

メリカの政治にお金がどのような影響力を与えているかに特化したサイトであ

る。2008年の大統領選33の所をクリックすると，オバマプクリントン，マッケー

ンの資金の獲得と支出,借金,手元にある現金などが一目瞭然に明らかになる。

3２

３３

http：〃ｗｗｗ・vote・com/vResults/index.phtml?votelD＝60542403＆Cat＝4075633

http:〃www・opensecretsDIg/PresO8/index・php
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ConcordCoalition（www・concordcoalitionoIg)。アメリカの財政赤字体質に

メスを入れることに特化したサイト。アメリカ独立戦争の時に，イギリス軍を

追い払ったマサチュセッツ州のコンコード市から，このネーミングを採用した

という。

Politics2008（http:〃www・politics2008.com/abouthtm）は，2008年の選挙をカ

バーするサイトである。クリントン上院議員大統領候補とオバマ上院議員大統

領候補をチェックするページ鋤を持っている。このホーム・ページを見ている

と，つぎのOpenSecretsのホーム・ページにリンクしていて，個人の経歴，議

員歴，政治資金，寄付金，その開示度なども一目できるようになっている。

OpenSecMs（http:〃www・opensecretsorg/）はさまざまな秘密を載せている

ホーム・ページである。候補者のところをクリックすると，資金はどこからき

ているのか，どんな犯罪歴があるのかなどを載せている。また政治家や閣僚が

政治資金をどの程度集めており，その出所はどこからで，またその出所の公開

度はどの程度かもわかるシステムを取っている。圧力団体PAC(PoliticalAction

Committec）は政治家に資金を提供している。1978年の公務員倫理法（Ethicsin

GovernmentAct）は資金を開示することを義務づけている。この中で政治家の

資金はPersonalFinanceDisclosuresで明らかにされており，またRevolvingDoor

では政府と民間を行き来した人物のデータを集めてロビー活動のデータを示し

ている。Havelを見ていると旅行のスポンサーなどがわかる仕組みになってい

る。非常に役に立つ情報である。

Freedictionary(http:〃cncyclopediathefiCedictionary・com/)。このFreedictionary

というサイトは素晴らしい。政治家の情報を知りたければその名前を入れれ

ば，その政治家のさまざまな情報を入手することができる。例えばオバマ上院

議員に関して情報を知りたいと思えば，ホーム・ページ35にクリックすれば，

オバマ候補者の経済政策，コーポレート・ガバナンスについては，教育政策，

3４

３５

http：〃ｗｗｗ､politics2008．ｃｏｍ/candidateshtm

http：〃encyclopediathefi･eedictionary､com/Political+positions+of+Barack+Ｏｂａｍａ

7１８



インターネットと民主主義の実質化

エネルギー政策，保健制度，ネット政策，税金政策，予算の赤字問題を，外交

政策では，アラブ・イスラエル問題，移民問題，イラク問題，イラン問題を，

社会政策では，人工中絶，同性愛（LGBT)，銃規制，死刑，宗教，幹細胞実

験等について，それらのテーマに関する文献やオバマ候補の発言記録，オバマ

自身の出版物や政治活動などについても触れており，またさまざまなリンクを

張っている。これによって有権者はさまざまな角度から立候補者について知る

ことができる。このような充実した中立的なホーム・ページは残念ながら日本

にはまだ存在しない。

最近力を持ってきたウェブ・マガジンについても少し言及することにする。

以下に述べるのはアメリカにおける指導的な政治に関するウェブ・マガジンで

ある。

Ｓlate・com（www・slatecom)。このサイトは1996年にマイクロソフト社子会社

として作られた日刊の雑誌サイトである。2004年12月にワシントン・ポスト紙

によって買収された。Slatecomにはジャーナリストのミッキー・カウス

（MickeyKaus)と，このサイトで編集者をしているマイケル・キンズリー(Mi-

chaelKinsley）が二枚看板で，二人ともアメリカでは有名なウェブ・マガジン

の書き手である。当初は有料のサイトであったが，戦略的に無理で，後に無料

になった。政治的にはリベラルで民主党を応援している36．政治上のウエブ・

ログを集めている。このサイトはあくまで雑誌で，政治に特に特化しているわ

けではないが，ここの「ニュースと政治」をクリックすると，政治に関する多

くの記事を読むことができる。ブロガーたちの見解も載せている。上記サイト

はマイクロソフトと内容を共有することが，2000年５月25日にマイクロソフト

社から発表があった37．Salon・com（www・saloncom）も無料で読めるウェブ・

マガジンである。

他に，さまざまな商業サイトも選挙の情報を提供している。一つ例を挙げる

http:〃enwikipedia・olg/wiki/Slate_(magazine）

http：〃www・microsoft､com/PresspaSs/press/2000/mayOO/votercomplmspx
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と，ヤフーの選挙サイト（http:〃news・yahoocom/election/2008）がある。これ

は主として新聞やテレビ局，通信社などから，大統領選挙について記事を集め

ている。

この論文ではあまりにも多くて取り上げなかったが，個人が運営している選

挙サイトも多いが,それには信頼性が欠けるという問題がある｡例えばマット

ドラッジ（MattDrudge）が運営するwwwdnldgereport・comというサイトがあっ

て,さまざまなニュースを要領よくまとめて発信しているのだが,内容が間違っ

ていたことがあったという指摘がされている郷。

インターネットは資金集めの有力な手段である。日米では大きな差がある。

日本とは違って寄付文化が盛んなアメリカでは，選挙資金団体が作られている

が，その中の一つにPoliticalActionCommittec（PAC）80-20というものがあ

る。1998年頃から立候補者は盛んに，資金集めの道具としてインターネットを

使い出した39．アル・ゴアとジョージ・ブッシュとの選挙戦でもインターネッ

トが本格的に使われた。インターネットが大きな資金集めの道具であること

は，先に見てきた政治の資金の流れでも述べたように，オバマ候補がインター

ネットを使って，草の根的に資金を集め，その額はクリントン上院大統領候補

のそれを上回ったということからわかる。

６曰米の選挙サイトの比較から得られた知見

日米の選挙サイトの比較からわかったことは，個々の政治家のインターネッ

ト利用のレベルが日本ではまだ見劣りがするということ。また有権者に対する

情報の提供という観点では，日本はアメリカに大きく水をあけられているとい

う事実である。アメリカのサイトの方が，立候補者や議員の情報，その政策，

過去の発言などの情報が詳しく，政治資金の流れなどが具体的で，かつ政治献

金を行った団体と個々の政治家の関係も見えてきて，詳しく無料で，かつ透明

３８Davisetallp97

39DavisetallPxxi
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インターネットと民主主義の実質化

度が高い。日本のサイトはマニフェストの分析や政策立案を行っている点を除

いては，ほとんど立候補者のサイトにリンクして，それを見させることになっ

ているに過ぎない。これらを見て有権者が独自に判断できるとは思えない。熟

慮するに十分な情報をこれらのサイトが提供しているようには思えない。議員

の国会での発言などは，議事録を全部読まされ，時間とエネルギーをかけない

と，具体的な発言が見えてこないなど，要するにただリンクしたという姿勢が

現れている。「ザ・選挙』の竹内が言うように，まだまだ不十分と言わざるを

得ない。日本の政治の活性化，民主主義の実質化ということを考えると，人的

かつ資金的なリソースをもっと多く投入するためには，これらにこそ税金の投

入も必要ではないかとさえ考えられる。議員の活動に多くの公的資金が投入さ

れていることを考えると，日本のように寄付文化のない社会では，中立公正な

サイトに資金を投入し，熟慮型民主主義を実現することは，国家にとっても，

そして何よりも有権者にとっても必要なことで，民主主義が機能すれば，長い

目では有利でかつ安上がりの投資だと思う。

７インターネットと民主主義

上で行った日米の比較から，インターネットと民主主義を論じるに，さまざ

まな解決しなければならない問題が見えてくる。

（１）インターネットによる選挙情報サイト維持の困難さ

選挙が終われば関心を失われ，また多くの資金と人的リソースを持つニュー

ス・メディアのサイトと競争するのは困難であるから，市民団体の選挙サイト

の維持は困難であるという指摘があるがＩＣ，日本やアメリカのいくつかのサイ

トが閉鎖に追い込まれたり，休眠したりしているのを見るとその通りだと思

う。またそのような中立のサイトに，政党が広告を出さないことも原因である

とのとの指摘もあるｲ1．政党は，インターネットへの広告を積極的にこれらの

４０Ｄａｖｉｓｅｔａｌｌｐ７７

４１Ｄａｖｉｓｅｔａｌｌｐ､７８
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サイトに掲載する必要がある。自らの宣伝になるととともに，それらのサイト

を支援するという考え方を政党は持つべきであろう。日本のサイトを見ると，

議員や政党は，これらの中立的なサイトの質問などに答えず，そのようなサイ

トを無視していることが窺える。これなどもアメリカのサイトとは大きな違い

である。議員たちには自分たちの政策を理解してもらおうという真剣な姿勢が

欠如しているのではないかと言われても仕方がない。

（２）インターネットで現れる見解は本当に有権者の考えを代表しているか

サイトが中立なものであっても，そこに情報を提供している日本のサイトを

見てみると，インターネットを使って選挙民に情報を提供したいと思う議員，

選挙民と対話したいと言う議員は，政党に所属する議員の方が多く，無所属の

議員は少ない｡また野党の政治家の方が多い｡また同様にインターネットを使っ

て選挙情報を集めようとする市民も，意識が高く，そのような市民が参加する

意見とか,世論調査,あるいはアンケートの結果と，一般の無作為抽出して行っ

た，例えばマス・メディアによるアンケートの結果とはかけ離れたものとな

る。このことは特に政治家ブログ“ele-log（エレログ)”のアンケート調査に

も窺える。圧倒的に民主党的な立場が反映されている。また，デジタル・デバ

イドを考えると，出されるデータに偏りが表れると推定される。インターネッ

ト上で発表される見解は，インターネットの使用割合の高い，若い世代の方が

強く表れることになる。このように考えるとインターネットで流布される情報

というものが，現実から乖離したものとなる恐れがある。もしそのようになれ

ばそのようなホーム・ページの信頼性は失われ，熟慮型民主主義の実現に対し

て問題を投げかけることになる｡そのような事態を避けるためにも,政治家は，

選挙のポータル・サイトには積極的に見解を載せなければならないし，第三者

的な研究機関，研究者のサイトにもリンクして，良質の情報を提供するように

しなければならない。

（３）インターネットに対する政治家の意識の欠如

インターネットで情報を収集するポータル・サイトを中立的な立場で作って
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も，それに情報を提供する議員が，ホーム・ページを持っているかどうか，あ

るいは，そのような情報を提供するかどうかで大きく結果が異なる。構想日本

のデータから見て，国会議員のほとんどがホーム・ページを運営していること

がわかるので，このようなポータル・サイトに積極的に情報を提供する姿勢が

ない議員が多いことがわかる。インターネット時代になっても，他の議員もそ

うしているので，仕方なくホーム・ページを作っている42というような感じを

受けて仕方がない。通り一遍の情報ではなくて，マニフェストや公約を積極的

に出して戦うという意気込みを示してほしいものである。

（４）インターネット'情報の多くが，マス・メディア発である

選挙サイトの多くのニュースがその情報を商業ニュースに依拠していて，独

自のニュースは少ないという指摘がなされている43．これは個人サイトへの信

頼の欠如と，ニュース・サイトへの信頼度の高さを反映したものであり，一般

の個人が，良質の情報を持っていないことにも起因する。研究所，政府，学者

などが積極的にそのようなホーム・ページに情報を提供したり，それらとリン

クを張ったりすることで，選挙サイトの信頼性を高めることは，インターネッ

ト民主主義の実現のためには不可欠である。

８民主主義の実質化とインターネット

日米の比較から得られた知見，そして，そこから浮かび上がってきた問題点

から，民主主義の実質化のために政治サイトのあるべき姿が見えてくる。大衆

化した社会であるからこそ，民主主義が機能するためには，それにふさわしい

社会システムを構築する必要がある。そのひとつの重要な柱がインターネット

民主主義であろうと思う。

（１）選挙民へ情報の提供

選挙民にできるだけ良質でかつ公正で中立的な情報を提供し，またそのよう

４２Gibson/Nixon/Ｗａｒｄｐｌ３

４３Ｄａｖｉｓｅｔａｌｌｐ､９８andGibson/Nixon/Ｗａｒｄｐ５７
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な情報を選挙民が入手することで，政治決定を下すことの手助けをすることが

重要である。政党のマニフェストや政党や政治家の個人のブログにリンクを

張っただけでは，単なる宣伝のオンパレードになる。またそのような雑多な情

報を入手しても,政治の問題点というものが明らかにならない｡政治家の情報，

政治資金や献金，そしてその業績と発言など，その問題点も指摘してわかりや

すく示す必要がある。政治家や政党のマニフェストの政策比較，それらの政策

を実行すればかかる費用とその効果，マニフェストの進捗度，前回出されたマ

ニフェストと今回出されたマニフェストの比較などから，マニフェストが単な

る空約束なのか，政党が真剣に取り組もうとしている政策なのかを評価するこ

とも重要である。このような評価は煩雑で時間もかかり，やはり中立の政治的

研究所や学者，シンクタンクやＮＰＯの団体の情報とリンクする必要がある。

情報と評価の両面が伴わないサイトは，実効のある民主主義の実質化には役に

立たない｡マス・メディアでいわれる二段の流れのように,やはり専門家のゲー

ト．キーパーの存在は不可避である。選挙サイトはそのようなゲート・キー

パーを抱えなければならない。

（２）デジタル・デバイドの克服

インターネットを使用できる世代差は大きい。朝日新聞社と協力して行った

２１世紀政策研究所の2000年７月５日の「e-デモクラシー」実験結果報告の消費

税に関するアンケートでは，インターネットでアクセスする年齢（20歳代から

40歳代の階層が多い）や職業階層で隔たりがあり，また性による差も大きいこ

とが（投稿者の９割が男性）指摘されている。急にはなくなることのないデシ

タル．デバイドを考えると,中立な機関やマス・メディアや図書館などで,デー

タを紙媒体で閲覧できるように配慮して，インターネットにつながらない読者

にも便宜を提供する必要がある。

（３）多様性のある見解の確保

良質でバランスのとれたフォーラムを運営して，単なる情報ではなくて，識

者（読者）による議論を促進するような議論を，動画や文字としてデータベー
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ス化しておく必要がある。自分の考え方とは違うものにも接して，自分の考え

と対比する努力も民主主義のためには必要な考え方である"・シカゴ大学教授

憲法学者キャス・サンステイーン（CassSunstein）は『インターネットは民主

主義の敵かｊの中で，集団分極化'5の問題に焦点をあてる。自分があらかじめ

持っている考え方に合致する見解の載っているホーム・ページを訪れたり，そ

のような同意見のコミュニティに参加したりすることで，同じ見解を有する者

がますます，その意見の正しさを相互に補強し合って，集団分極化する。この

ことをサンステイーン民主主義に対する脅威だと考えた。デイヴイスたちも同

じような危険性を指摘している。なぜ中立のサイトが必要で，立候補者や政党

のサイトだけでは十分でないのかの根拠として，政党や特定の政党のサイトを

訪問する人は,あらかじめその政党に関心を持っている人が多いとされている４６

ことを思い出す必要がある。このような見解を理解すると，選挙サイトには，

反対意見をリンクすることの強制，多様性の確保なども必要な配慮だと考えら

れる。サンステイーンは2007年の改訂版（Republiclcom､2.0）でも，インター

ネットの民主主義への重要性を指摘しながらも，表現の自由のために次の２点

を満たさなければならないという。「あらかじめ自己が持っている見解とは異

なるデータに接触する必要性」４７。「市民の多くないし圧倒的多数の市民は共通

の体験を持つべきである。このような共通の体験がなければ，非同一的な社会

は，社会的な問題に取り組むにより多くの時間が要る」48の２点である。サン

ステイーンは政治的ブログ140を分析して，どのようなリンクを張っているか

を調べたら同一の傾向のブログとリンクを張っていた割合は91パーセントに上

ることがわかったと指摘している49．意見の多様性については「民主主義政体

サンステイーンｐ２９

サンステイーンP81

Davisetallp85

Sunsteinp、５

Sunsteinp6

Sunsteinpl49

４
５
６
７
８
９

４
４
４
４
４
４
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において対立と衝突は,不完全性の徴であるどころか,民主主義が生きており，

多元主義のうちに宿っていることを示すものなのである」50とのムフ（Chantal

Mouffe）の見解に全面的に賛成したい。

（４）熟慮するに十分な情報を提供する政治システムの構築

「熟慮型民主主義は決定の後に生じたことだけではなくて，決定の前から何

が生ずるかにも注意を払う」ことが必要でああ。というのは「今日決定したこ

とが明日になっても正しいとは限らないからである」５１。そのためには熟慮す

るに十分な`情報を得る政治システムを構築する必要性がある。日本のマス・メ

ディアや市民がするように，一時的に政治家を非難して，政治が良くなるもの

ではない。，Ｔ技術の進歩が，民主主義を促進するものでもない。私たちが民

主主義の実質化のための制度を作り，またそれを実践的に行動しなければなら

ない。バーバー（BenjaminBarber）は「わたしが指摘したいのは，民主主義が

生き残り，花咲くかどうかは，我々の技術の質と性格によるよりも，政治的制

度の質と，市民の,性格による」52と指摘している。この社会を民主主義的なも

のにする強い意志が政治家にも市民にもなければならいということであろう。

また，それを後押しする制度の構築も必要である。

（５）有権者意識の変革

民主主義の実質化を考えると，インターネットはあくまで通信手段であり，

それをいかに使うかにかかっている。政党や企業は，インターネットで情報を

発信するために割く人員と財政力というリソースを持つ事実を考えると，民主

主義的な空間と考えられているサイバー・スペースも急速に商業化し，消費主

義が蔓延する。結局のところ，インターネットの世界でも強い者の意見が強く

なる。ペシミズムに陥っていては社会は変わらない。インターネットの世界で

の使われ方を見ると，民主主義の実質化のために，日本はまだ十分にその可能

ムフp53

Tutmann/Thompsonp､６）

Barberp、８

０
１
２

５
５
５
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性を使いこなしているとは思えない。インターネットによる可能性を政府も，

市民も探らなければならない。またマス・メディアもそのような政治情報サイ

トとリンクすることで，’情報のポータル・サイトとなり，インターネット．メ

ディアと協力して，市民の政治化，政治参加を促すことに協力することができ

るはずである｡マス・メディアも変わるべきだろう｡市民は政治を身近に感じ，

シニシズムを克服しなければならない。市民による政治の絶えざるチェック

と，アクティブな参加によって，社会と政治の透明化がすすむ。市民社会の深

化のためには，政治と市民の間の緊張関係が必要である。昨今のさまざまな腐

敗，構造汚職，談合，偽装などは，日本の民主主義の遅れの反映でしかない。

インターネットは多くの可能性を持っているが，技術の進歩だけでは社会は変

わらない。政治に関する情報を十分に提供しても，政治そのものに，そして社

会に関心を失ってしまえば，それらの情報は利用されることがなく，宝の持ち

腐れとなる。周知のようにインターネットは娯楽の道具化が急速に進んでい

る。市民は政治的存在にならなければならない。行動する市民は民主主義の要

である。自分たちの行動で政治が変わるという成功体験を重ねることで，市民

の政治意識も変わるはずである。意識を高く持ち続けることが問われている。

この論文が日本の政治状況に光を当てて，受け身の市民を行動する市民へと

変えることに少しでも寄与できれば，筆者の意図は満たされたことになる。行

動しない市民,棄権する市民ほど,権力者に都合のよい存在はないからである。
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